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1 生涯未婚率は，45～49歳の年齢別未婚率と50～54歳の年齢別未婚率の平均値である。
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1987年 1992年 1997年 2002年 2005年 2010年 2015年
【男性】
いずれ結婚するつもり 91.8 90.0 85.9 87.0 87.0 86.3 85.7
一生結婚するつもりはない 4.5 4.9 6.3 5.4 7.1 9.4 12.0
不詳 3.7 5.1 7.8 7.7 5.9 4.3 2.3
総数（18～34歳） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
客体数 3299 4215 3982 3897 3139 3667 2705
【女性】
いずれ結婚するつもり 92.9 90.2 89.1 88.3 90.0 89.4 89.3
一生結婚するつもりはない 4.6 5.2 4.9 5.0 5.6 6.8 8.0
不詳 2.5 4.2 6.0 6.7 4.3 3.8 2.7
総数（18～34歳） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
客体数 3299 4215 3982 3897 3139 3667 2705











































本分析では日本版総合的社会調査（Japanese General Social Surveys: JGSS）の2000年版（以下
JGSS2000）， 2001年版（以下 JGSS2001）， 2002年版（以下 JGSS2002）， 2005年版（以下
















JGSS2000 2000年 6 月25日 ◯ ◯ ◯
JGSS2001 2001年 9 月 1 日 ◯ ◯ ◯
JGSS2002 2002年 9 月 1 日 ◯ ◯ ◯
JGSS2003 2003年 9 月 1 日 留置 A × 留置 A
JGSS2005 2005年 9 月 1 日 ◯ ◯ ◯
JGSS2006 2006年 9 月 1 日 留置 B ◯ ◯
JGSS2008 2008年 8 月31日 留置 A ◯ ◯
JGSS2010 2009年12月31日 留置 A ◯ ◯




合 計 結婚経験あり 未婚 合 計 結婚経験あり 未婚
JGSS2000 1589 1552 37 100.0 97.7 2.3
JGSS2001 1605 1555 50 100.0 96.9 3.1
JGSS2002 1682 1639 43 100.0 97.4 2.6
JGSS2003 2184 2110 74 100.0 96.6 3.4
JGSS2005 1205 1162 43 100.0 96.4 3.6
JGSS2006 2471 2389 82 100.0 96.7 3.3
JGSS2008 2434 2350 84 100.0 96.5 3.5
JGSS2010 2880 2759 121 100.0 95.8 4.2
JGSS2012 2703 2594 109 100.0 96.0 4.0














出所 JGSS2000, JGSS2001, JGSS2002, JGSS2003, JGSS2005, JGSS2006, JGSS2008, JGSS2010,
JGSS2012の50歳以上ケースプールデータより筆者作成
と女性の非婚の割合が逆転している。1940年～1944年出生コーホートは50歳時に1990年～1994年





















































5 つのカテゴリーに対して 1～5 の得点をそれぞれ与え，そのまま連続変数として分析に投入し
た。具体的には「平均よりかなり少ない」を 1，「平均より少ない」を 2，「ほぼ平均」を 3，「平均













































Model 1 Model 2
B 標準誤差 B 標準誤差
出生コーホート
1929年以前生まれコーホート －0.71 0.26 －0.14 0.29
1930～1934年生まれコーホート －0.55 0.25 －0.22 0.32
1935～1939年生まれコーホート －0.24 0.21 0.06 0.27
（1940～1944年生まれコーホート） 0.00 ― 0.00 ―
1945～1949年生まれコーホート 0.46 0.17 0.30 0.25
1950～1954年生まれコーホート 0.76 0.18 0.08 0.28
1955年以後生まれコーホート 1.03 0.19 0.48 0.30
初職の企業規模
（中小企業） 0.00 ― 0.00 ―
大企業 －0.23 0.12 －0.23 0.12
官公庁 －0.13 0.20 －0.13 0.20
就労経験なし －0.22 0.29 －0.52 0.29
本人学歴
（高卒以下） 0.00 ― 0.00 ―
短大高専卒 0.03 0.18 0.15 0.19
大卒以上 －0.22 0.16 －0.25 0.16
性別 0.24 0.11 0.00 0.27
三世代同居賛成 0.21 0.12 0.20 0.12









cons －3.566 0.209 －3.41 0.24




でも初職の企業規模が大企業であることと三世代同居に賛成であることは Model 1 と同様に有意
な効果を持っていた。加えて交互作用項を投入したモデルでは初職の企業規模が就労経験なしであ
ることが非婚に対して負の効果を持っていた。
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